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（別添） 

必要書類チェックシート 

１ 応募に必要な書類等 

 

 □ 本チェックシート（:ﾁｪｯｸを付したもの１枚） 

 □ 研究実施計画（書 類）２０部（うち正１部、副１９部） 

  □ 主任研究者証明書又は事務委任承諾書（１通）  

  □ 受付通知用はがき（切手添付要１枚）  

 □ 課題採否通知用封筒（切手添付不要１枚） 

 

２ 研究実施計画の内訳 

 

 □ 研究課題総括表       （   枚） 

 □ 研究課題内容        （   枚） 

 □ 研究経費概算総括表     （   枚） 

 □ 再委託経費概算表      （   枚） 

 □ 主任研究者調書       （   枚） 

 □ 分担研究者調書（兼分担研究者食品健康影響評価技術研究
   参加承諾書）          （     枚） 

 □ 主任研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申
   請等の状況・労力の割合   （   枚） 

 □ 分担研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申
   請等の状況・労力の割合   （   枚） 

 □ 研究関係者等の概要一覧    （     枚） 

 

様式１ 

様式２ 

様式３ 

様式４ 

様式５ 

様式６ 

 

様式７ 

 

様式８ 

 

様式９ 

 

３ 主任研究者証明書又は事務委任承諾書 

 

 □ 主任研究者証明書又は事務委任承諾書（様式は自由です。） 

（注意） 
  研究実施計画は、ワードプロセッサーソフトウェア（一太郎、Microsoft Word を推奨）に

より作成し、書類はＡ４、片面印刷で、通しページを下段中央に付してください。なお、提
出に際しては、書類の左側にパンチで穴を開け、左肩をクリップ等で止めてください。

全ての書類にパンチ

で 穴 を 開 け て く だ さ

い。 
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受付通知用はがき及び課題採否通知用封筒の作成について 
 

  受付通知用はがきの作成について 

  応募の受付を通知いたしますので、次に示した内容のはがきを１枚同封してください。   

なお、枠組み、書き込み内容とも、手書きでも結構です。        
 

 

                    表                                        裏 

   

受付通知書 

 

 

研究課題名○○○○○○○○○○

 

 

  

切手 

    □□□－□□□□ 

 

               住  

  又は            
  官製は       ○      所 

  がき         ○    
                        
               ○    
               ○    
               様 

 

 

 

 

受付番号 

  

  

 

                                 

（注）受付番号とは、e-Rad へ新規課題を登録した際に付番される、２１桁の応募番号とは異

なる整理番号です。 

 

２ 課題採否通知用封筒の作成について 

  提出された課題の研究課題としての採否を、研究課題の決定後に主任研究者に通知します 

ので、主任研究者の住所及び氏名を記入した封筒を１枚同封してください(長形３号又は長

形４号の封筒で作成してください）。 

  

 

  

            
 切手   □□□－□□□□

  不要 

      ○     住 

      ○       

            所 

            ○ 

            ○ 

            様 
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研究実施計画 様式１ 研究課題総括表             

 

受 付 番 号       
 
 

研  究  領  域  名 

  

 

 
研 究

課 題 名      

 

 

 

研 究 概 要      

                                          

研 究 期 間      
 

平成  年度～  年度（ 年間） 
研究委託

費の見込

初年度：             千円 

総 額：             千円 

 

所属機関（部局） 
 

所属機関所在地 
 

 

 

 

 

 

主任研究者 

  

 フリガナ 

 氏  名 

  

生年月日 

  

        

              印 

 

   年  月  日生（  歳）

所属機関にお

ける職名 
 

  

最終卒業(終了

)学校･卒業(終

了)年次 

 

 

連絡先 
 

 

経理事務担

当者氏名 

 

 

経理担

当部局

名・連絡

先等 

 

 

研究の分担区分 分担する研究項目 最終卒業(終了)学校･ 

卒業(終了)年次 
所属機関部局名 所属機関

での職名
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様式２ 研究課題内容  

 

研  究

課 題 名      

 

 

１．研究の目的、必要性及び期待される成果  
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２．研究の概要及び倫理面への配慮  
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倫理面への配慮 
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 ３．国内・国外における当該研究課題の状況及び本研究の特色  
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４．これまでの研究の実績  
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様式３ 研究経費概算総括表  

 

主任研究者名：       

 

所属機関名：                   

 

１．各年度別経費内訳                                 （単位：千円）  

 

年 度 
 

研究経費 
内    訳 

直  接  経  費 間接経費
 

再 委 託 費
     

  設備備品費 外注費 その他 

平成  年度 
  

平成  年度 
  

合   計 
  

 

２．設備備品費の内訳                                 （単位：千円) 

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
平成  年度 

  

計 
    

平成 年度 
  

計 
    

合 計 
  

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

 

３．外注費の内訳（設備備品の賃借により生じる賃料及び借料のみを記入する）       （単位：千円）  

年 度 仕  様 数 量 単 価 金 額 
平成  年度 

  

計 
   

平成  年度 
  

計 
   

合 計 
   

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 
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様式４ 再委託経費概算表  

 

分担研究者名：        

 

所属機関名：              

 

１．各年度別経費内訳                                 （単位：千円）  

 

年 度 
 

研究経費 

（再委託費） 

内    訳 
直接経費 間接経費

設備備品費 外注務費 そ の 他     

平成  年度 
  

平成  年度 
  

合    計 
  

 

２．設備備品費の内訳                                   (単位：千円) 

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
平成 年度 

   

計 
   

平成 年度 
   

計 
   

合 計 
   

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

 

３．外注費内訳（設備備品の賃借により生じる賃料及び借料のみを記入する）       （単位：千円）  

年 度 仕  様 数 量 単 価 金 額 
平成  年度 

   

計 
   

平成  年度 
   

計 
   

合 計 
   

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 
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様式５ 主任研究者調書  

 

 

 

 

研究者名 

 

 ふり がな 

  氏  名 

 

  

  

 

  生年月日 

  年 齢 

 

     年  月  日 

（   歳）

 

研究者番号(8桁) 
 

 

最終卒業(終

了)学校・卒業

(終了)年次 

 

所属機関名・部

局・職名 
 

 

  研究業績（論文リスト） 

 

※ 研究課題に関連がある論文等に◎を付してください。 
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様式６ 分担研究者調書（兼分担研究者食品健康影響評価技術研究参加承諾書）  

 

 

 

 

研究者名 

 

 ふり がな 

  氏  名 

 

  

                         印 

 

  生年月日 

  年 齢 

 

     年  月  日 

（   歳）

 

研究者番号(8桁) 
 

 

最終卒業(終

了)学校・卒業

(終了)年次 

 

所属機関名・部

局・職名 
 

 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究に分担研究者として参加することを承諾

します。 

 

  研究業績(論文リスト） 

 

※ 研究課題に関連がある論文等に◎を付してください。 
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様式７ 主任研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合 
 

 １． 主任研究者名：        

 
研究期間 

 
省庁等の名称 

 
研究費の名称 

 
研究課題名 

 
研究の分
担区分等

 
研究費の額 
（千円） 

 
採択（受入）
・申請中 

 
研究専従率
（％） 

   

   
合 計 

 
      ％ 

 ※ 研究専従率（エフォート）を算出してください。 
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様式８ 分担研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合 
 

 ２．分担研究者名：       

 
研究期間 

 
省庁等の名称 

 
研究費の名称 

 
研究課題名 

 
研究の分
担区分等

 
研究費の額 
（千円） 

 
採択（受入）
・申請中 

 
研究専従率
（％） 

   

   
合 計 

 
      ％ 

 ※ 研究専従率（エフォート）を算出してください。 
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様式９ 研究関係者等の概要一覧  

 

１．主任研究者  

主任研究者名 
 

所属機関名及び

代表名等 
所属機関名： 

代 表 者 名     ： 

所 在 地     ： 

電 話 番 号     ： 
主任研究者連絡

先 
連 絡 先    ： 

所 在 地    ： 

電話番号：                 FAX番号： 

E-mailアドレス： 

経理事務担当者

名及び連絡先等 
担当者名：  

所属部署：   

勤 務 先    ： 

電話番号：                FAX番号： 

E-mailアドレス： 

 

 

業 務 概 要      

 

 

 

２．分担研究者  

分担研究者名  

所属機関名及び

代表名等 
所属機関名： 

代 表 者 名     ： 

所 在 地     ： 

電 話 番 号     ： 

分担研究者連絡

先等 
連 絡 先    ： 

所 在 地    ： 

電話番号：                FAX番号： 

E-mailアドレス： 

経理事務担当者

名及び連絡先等 
担当者名： 

所属部署： 

勤 務 先    ： 

電話番号：                FAX番号： 

E-mailアドレス： 

 

 

業 務 概 要      
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主任研究者証明書（記入例）  

※国以外の研究機関(国立大学法人も含みます)に所属する研究者が提出対象者とな

ります。  

 

 

 

 

主任研究者証明書  

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

             殿 

 

 

 

 

                                  所属機関名           

                          所属機関の長の職名           

                                  氏   名             印 

 

 

 

 

 

 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究「○○○○○に関する研究」において、上

記○○○○が主任研究者として研究の総括を行うことを証明します。 
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事務委任承諾書（記入例）  

※国の研究機関に所属する研究者が提出対象者となります。  

 

 

 

 

事務委任承諾書  

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

             殿 

 

 

 

 

                                  所属機関名           

                          所属機関の長の職名           

                                  氏   名             印 

 

 

 

 

 

 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究の委託契約に係る研究委託費の管理及び

経理を行うことを承諾します。 
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作成上の留意事項 

 

所定の様式を用いてください。様式の改変は認めません。なお、提出書類は府省共通研究開

発管理システム（e-Rad）に登録した内容と一致するように作成してください。 

 

研究実施計画 

様式１ 研究課題総括表 （Ａ４用紙で作成してください。） 

  １．受付番号 

    応募書類を受理した際に食品安全委員会事務局で記入しますので、空欄で提出してく

ださい。 

なお、受付番号とは、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）へ新規課題を登録した

際に付番される、２１桁の応募番号とは別の整理番号です。 

  ２．研究領域名 

    研究領域につきましては、食品安全委員会のホームページ等で、確認して記載してく

ださい。(アドレス http://www.fsc.go.jp/senmon/gijyutu/index.html) 

    なお、研究領域中の「キーワード」とは、重点的に成果を必要とする事項・分野を例

示したものです。研究領域と実際の研究内容が一致しない場合には、選定対象より除外

されますので注意してください。     

  ３．研究課題名 

研究課題名は４０文字以内を厳守してください。 

なお、課題名については、原則として研究期間終了時まで変更することができません

ので、留意してください。 

  ４．研究概要 

２００文字程度で研究概要を記載してください。なお、審査に当たってはこのまま使

用しますので、正確に記載してください。 

５．研究期間 

    必要な研究期間を元号で記載してください。 

  ６．研究委託費の見込 

初年度に必要な研究委託費の額と全研究期間で必要な研究委託費の総額を記載してく

ださい。         

  ７．所属機関（部局） 

研究課題を応募する主任研究者が所属する研究機関（部局）を記載してください。 

  ８．所属機関所在地 

所属研究機関の所在地を記載してください。 

  ９．主任研究者 

 主任研究者について記載してください。 

・ 氏名はフリガナを付けてください。押印もお願いします。生年月日は、西暦で記

載し、年齢は平成２４年４月１日現在で記載してください。 

・ 所属機関における職名を記載してください。 

        ・ 主任研究者の最終卒業(終了)学校、卒業(終了)年次を記載してください。 

・ 連絡先は主任研究者の連絡先として研究する場所等の所在地、電話番号等の連絡
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方法について記載してください。 

 １０．経理事務担当者 

主任研究者が所属する研究機関の経理担当者の氏名を記載してください。 

また、経理担当者が所属する部局名と連絡先について記載してください。 

 １１．研究者の分担区分 

主任研究者、分担研究者がそれぞれ行う研究の分担と研究項目について記載してくだ

さい。また、最終(終了)卒業学校、卒業(終了)年次、所属機関の部局名、所属機関での

職名をそれぞれ記載してください。分担研究者については、研究計画遂行上（目標の達

成）、必要不可欠な人員となるように考慮ください。 

 

様式２ 研究課題内容 （Ａ４用紙３枚以内で各項目の枠内に収めてください。） 

１～４の項目についてＡ４用紙３枚以内で各項目の枠内に収めて記載してください。

罫線の有無については自由です。 

    １．研究の目的、必要性及び期待される成果 

    研究領域を踏まえた研究の目的、必要性等について、１０００字以下で記載してくだ

さい。（e-Rad では１０００字以下の字数制限があります。） 

なお、期待される成果については、当該研究によって直接得られる研究結果だけでな

く、間接的に食品の危害要因のリスク評価手法等（評価基準、評価指針、評価の考え方

等）の策定に期待される成果及び国内外のリスク評価の現状についても併せて記載して

ください。 

    本研究課題における目的、必要性と期待される成果については明確に書き分けてくだ

さい。 

  ２．研究の概要及び倫理面への配慮 

「１．研究の目的、必要性及び期待される成果」から「３．国内・国外における当該

研究課題の状況及び本研究の特色」までの要旨を１０００字以下で記載してください。

（e-Rad では１０００字以下の数制限があります。） 

・ 研究全体の体制と研究者の分担と責任体制が分かるように記載してください。 

・ 研究全体の計画と当該年度の計画が分かるように記載してください。 

倫理面への配慮については、研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による

研究対象者に対する不利益、危険性の排除や説明と理解(インフォームドコンセント)に

関わる状況、実験動物に対する動物愛護上の配慮などを記載してください。倫理面の問

題がないと判断した場合には、その旨記入するとともに必ず理由を明記してください。 

  ３．国内・国外における当該研究課題の状況及び本研究の特色 

解決すべき課題について、他の研究でどこまで明らかになっており、どのような部分

が残されているのかについて８００字以下で記載してください。 

また、歴史的経過及び現状が分かるように記載し、必要に応じて参考文献を示してく

ださい。 

  ４．これまでの研究の実績 

主任研究者がこれまで行ってきた研究委託・助成を受けて実施した主な研究について、

研究内容が分かるように８００字以下で記載してください。 
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様式３ 研究費概算総括表 （Ａ４用紙１枚に収めてください。） 

主任研究者名と所属機関名を記載し、国からの研究委託費として消費税を含む直接経

費、間接経費、再委託費を計上することができます。金額の計上に当たっては、e-Rad

の画面上に入力した金額と同額になるよう、留意してください。 

 

１．直接経費 

備品費の内訳、雑役務費の内訳については、品名・仕様、数量、単価、金額を記載し

てください。その他については、積算の上記載してください。 

２．間接経費 

間接経費については、直接経費の３０％に当たる額を上限として計上することができ

ます。見込額については、所属研究機関の経理担当部門等とあらかじめよく相談し計上

してください。計上に当たっては、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（平

成１３年４月２０日競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）に基づいて、適切

な額を計上してください。 

     ３．再委託費 

受託者が、本研究に参画する分担研究者に対し、研究の一部を再委託する場合の経費

になります。（主任研究者と別の所属機関に属する分担研究者について計上してくださ

い。） 

 

様式４ 再委託経費概算表 （参画するすべての再受託者（研究に参画する分担研究者）ごと

にＡ４用紙１枚で作成し、提出してください。）  

再委託される分担研究者（主任研究者と別の所属機関に属する分担研究者）の研究終

了年度までの研究経費の見込額及びその内訳を記載してください。分担研究者について

は、研究遂行上（目標の達成）、必要不可欠な人員となるように考慮してください。 

        再受託者の欄には、分担研究者及び所属研究機関名を記載してください。 

再委託の経費として消費税を含む①直接経費、②間接経費を計上することができます。 

金額の計上に当たっては、e-Rad の画面上に入力した金額と同額になるよう、留意し

てください。 

１．直接経費 

備品費の内訳、雑役務費の内訳については、品名・仕様、数量、単価、金額を記載

してください。その他については、積算の上記載してください。 

２．間接経費 

間接経費については、直接経費の３０％に当たる額を上限として計上することがで

きます。見込額については、所属研究機関の経理担当部門等とあらかじめよく相談し、

適切に計上してください。 

 

様式５ 主任研究者調書 （Ａ４用紙で作成してください。） 

   １．主任研究者の氏名、生年月日、年齢(H24.4.1 現在)、研究者番号(８桁)、所属機関

名      

・部局・職名、最終卒業(終了)学校・卒業(終了)年次を記載してください。 

   ２．研究業績（論文リスト） 

・ 発表論文を過去５年間について記載してください。 
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・ 本研究課題に直接関連した論文については、それぞれの課題の前に◎を付してく

ださい。 

・ 発表論文リストについては、別紙を添付していただいても結構です。その際は、

主要なものを選定してください。 

 

 

様式６ 分担研究者調書（兼分担研究者食品健康影響評価技術研究参加承諾書）（Ａ４用紙で

作成し、参画するすべての分担研究者ごとに記載してください。） 

    この分担研究者調書は、主任研究者が応募する研究課題について分担研究者として参

加することを承諾する承諾書も兼ねますので、分担研究者が自ら作成してください。 

   １．分担研究者の氏名は自筆で押印をしてください。生年月日、年齢(H24.4.1 現在)、

研究者番号(８桁)、所属機関名・部局・職名、最終卒業(終了)学校・卒業(終了)年次

を記載してください。直筆の署名、及び押印の無いものは受け付けませんので、留意

してください。 

   ２．研究業績（論文リスト） 

・ 発表論文を過去５年間について記載してください。 

・ 本研究課題に直接関連した論文については、それぞれの課題の前に◎を付してく

ださい。 

・ 発表論文リストについては、別紙を添付していただいても結構です。その際は、

主要なものを選定してください。 

 

様式７ 主任研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合     

（Ａ４用紙で作成してください。） 

 主任研究者の本研究課題の申請及び国や独立行政法人が運用する競争的資金やその他

の研究助成等を受けている場合(応募中のものを含む)の受入・申請等の状況について記

載してください。また、主任研究者の研究専従率（エフォート）を記載してください。

なお、平成 23 年度で終了する研究課題については記載する必要はありません。   

  様式７の情報に基づき、競争的資金等の不合理な重複及び過度の集中があった場合、

研究課題の不採択となる場合があります。また、これらの情報に関して不実記載があっ

た場合、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分となる場合があります。 

 

様式８ 分担研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合     

（Ａ４用紙で分担研究者ごとに作成してください。） 

 分担研究者の本研究課題の申請及び国や独立行政法人が運用する競争的資金やその他

の研究助成等を受けている場合(応募中のものを含む)の受入・申請等の状況について記

載してください。また、分担研究者の研究専従率（エフォート）を記載してください。

なお、平成 22 年度で終了する研究課題については記載する必要はありません。   

 様式８の情報に基づき、競争的資金等の不合理な重複及び過度の集中があった場合、

研究課題の不採択となる場合があります。また、これらの情報に関して不実記載があっ

た場合、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分となる場合があります。 
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様式９ 研究関係者等の概要一覧 （Ａ４用紙で作成し参画するすべての研究者について記載

してください。） 

        主任研究者、分担研究者それぞれについて 

    ① 所属機関名及び代表者名等 

    ② 連絡先 

    ③ 経理担当者名及び連絡先 

    ④ 業務概要 

   について、記載してください。 

 

主任研究者証明書（記入例） 

 国以外の研究機関に所属する研究者が提出対象となります。 

 主任研究者証明書の記入例を添付しますが、様式は自由で、各研究機関の様式で構いません。 

 

事務委任承諾書（記入例） 

  国の研究機関に所属する研究者が提出対象者となります。 

 事務委任承諾書の記入例を添付しますが、様式は自由で、各研究機関の様式で構いません。 
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（参考）記載例  

研究実施計画 様式１ 研究課題総括表 （Ａ４用紙で作成してください。）  

 

受 付 番 号       
 
 

研  究  領  域  名 

 

空 欄 
 研究領域名はホームページ等で確認して記載してください。  

(例)Ⅰ化学物質関連分野（胎児期・発達期の暴露に関する研究） 

 

研   究
課 題 名      

 ４０文字以内で研究課題名を記載してください。
 例 ○○○○○○○を用いた○○○○○○○○のリスク評価手法の開発 

研 究 概 要      
  ２００文字程度で研究概要を記載してください。  

 審査に当たっては、このまま使用しますので研究の概要を正確に記載してください。 

研 究 期 間      
平成○○年度～○○年度（○年間） 研究委託

費の見込

初年度：       １５，０００千円 

総 額：       ３８，０００千円 

 

 

所属機関（部局） 
 

○○○○○大学○○○○○学部 
 

所属機関所在地 
 

〒△△△－0001  東京都○○区○○町１１９番 
 

 

 

 

主任研究者 

  

フリガナ 

氏  名 

 

生年月日 

  

 ｼｮｸﾋﾝ   ﾔｽﾀﾛｳ 

 食 品  安太郎      印 

 

１９○○年○月○日生（○○歳） 

所属機関におけ

る職名 
 ○○○○○ 

最終卒業(終了)

学校･卒業 

(終了)年次 

○○○○○大学○○○○○学

部・昭和○○年卒 

 

連絡先 
○○○○大学○○○○○学部○○○○○○○研究室  

〒△△△－0001  東京都○○区○○町○○○番  

電話番号：03-3000-1○1△ Fax番号：03-3000-１□○△  

E-mailアドレス：abc＠＊＊＊.ac.jp   

 

経理事務 

担当者氏名 

 

ヒョウカハナコ  

評 価 花 子 

経理担

当部局

名・連絡

先等 

 ○○○○○大学○○○○○学部会計課（△△△△係）  

 〒△△△－0001  東京都○○区○○町○○○番  

 電話番号：03-3000-1○1△ Fax番号：03-3000-１□○△  

 E-mailアドレス： bcd＠＊＊＊.ac.jp 

 

 

研究の分担区分 
 

分担する研究項目 
 

最終卒業(終了)学校 

･卒業(終了)年次 

所属機関部局名 所属機

関での

職名 

食品安太郎（主任） 

 

 

 

分析 一郎（分担） 

 

 

解析 次郎（分担） 

○○○○○の研究（総括）

 

 

 

○○○○○○の測定及び分

析  

 

○○○○○○の予測統計 

○○○○○大学○○○○

学部・昭和○○年卒  

 

 

○○○○大学○○○○学

部・昭和○○年卒  

 

○○○○○大学○○○○

学部・昭和○○年卒 

○○○○大学○○○○

○学部○○○○○  

○○研究室  

 

（財）○○○○○○研究

所  

 

（独）○○機構○○研究

所○○研究センター 

○○○

○  

 

 

 

研究員

 

 

科長 

 

 



 

42

様式２ 研究課題内容 （Ａ４用紙３枚以内で各項目の枠内に収めてください。）  

研   究

課 題 名      

 

 例 ○○○○○○○を用いた○○○○○○○○のリスク評価の開発 

 

１．研究の目的、必要性及び期待される成果  

・研究領域を踏まえた研究の目的、必要性等について、１０００字以下で記載してください。（対象ハザ

ード等に関するリスク評価のために、期待される成果などについて、国内外のリスク評価の現状も併せて

記載してください。） 
・様式内の罫線の有無は自由です。 

 

  

 

  

 

 

 

２．研究の概要及び倫理面への配慮                                    

 

 

 

 

 

 

・「３．国内・国外における当該研究課題の状況及び本研究の特色」等を踏まえて１０００字以下で記載

 してください。 

・研究全体の体制と研究者の分担と責任体制が分かるように記載してください。 

・研究全体の計画と該当年度の計画が分かるように記載してください。 

・様式内の罫線の有無は自由です。 

  

  

  

 

倫理面への配慮 

 研究対象者に対する人権擁護上の配慮、研究方法による研究対象者に対する不利益、危険性の排除や 

説明と理解(インフォームドコンセント)に関わる状況、実験動物に対する動物愛護上の配慮などを記載 

すること。倫理面の問題がないと判断した場合には、その旨記入するとともに必ず理由を明記すること。

 

 

 

※特に、リスク管理機関（厚生労働省、農林水産省等）が推進するリスク管理に関する研究（＊

例：原因究明、汚染除去などの危害の低減措置等）と異なり、食品安全委員会の業務であるリ

スク評価へどのように貢献するか詳細に記載してください。 

（＊：リスク評価のガイドライン等の策定や改定（評価を行う上で、新たな指標（評価上必要

なデータ）とすべきか、また、得られたデータをどのように解釈するか） 
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３．国内・国外における当該研究課題の状況及び本研究の特色  

・解決すべき課題について、これまでどこまで明らかにされているのか、また、リスク評価を行う上で、

  どの様に役立てることができるのかについて８００字以下で記載してください。 

・様式内の罫線の有無は自由です。 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

４．これまでの研究の実績  

・主任研究者がこれまで行ってきた研究委託・助成を受けて実施した主な研究について、研究内容が 

  分かるように８００字以下で記載してください。 

・様式内の罫線の有無は自由です。 
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様式３ 研究経費概算総括表 （Ａ４用紙１枚に収めてください。）      

主任研究者名：食品安太郎   

所属機関名：○○○○○大学○○○○○学部    

 

１．各年度別経費内訳                                 （単位：千円）  

年 度  

研究経費 
内    訳 

直接経費 間接経費
 

再委託費 

 設備備品費 外注費 そ の 他     

平成24年度 15,000 1,000 2,000 6,000 1,000 5,000

平成25年度 13,000 0 3,000 4,000 1,000 5,000

 合 計 28,000 1,000 5,000 10,000 2,000 10,000

 

２．設備備品費の内訳                                  （単位：千円) 

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
 

平成 

２４度 

 

○○○○・○○○○仕様  

△△△△・□□－△△型 
1

1

 

400 

600 
400

600

計 
 

        2
 

         1,000

 

平成 

２４年度 

 

  

 

  

計 
                    

 

平成 

２５年度 

 

  

 

  

計 
   

合 計 
 

2
 

1,000

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

 

３．外注費の内訳(設備備品の賃借により生じる借料及び損料のみを記入すること)    （単位：千円）  

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
 

平成 

２４年度 

 

○○○○・○○○○の借料  

△△△△・△△△△の借料 
1

1

 

1,000 

1,000 
1,000

1,000

計 
 

       2
 

2,000

 

平成 

２５年度 

 

△△△△・△△△△の借料  

□□□□・□□□□の借料 
1

1

 

1,000 

2,000 
1,000

2,000

計 
 

        2
 

3,000

合 計 
 

       ４
 

5,000

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

※設備備品費は原則として 

初年度に計上してください。 
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様式４ 再委託経費概算表  

（参画するすべての再受託者（分担研究者）ごとにＡ４用紙１枚で作成し、提出してください。） 

分担研究者名：分析一郎   

所属機関名：（財）○○○○○○研究所  

 

１．各年度別経費内訳                                 （単位：千円）  

 

年 度 
 

研究経費 

（再委託費） 

内    訳 
直接経費 間接経費

設備備品費 外注費 その他 

平成２４年度 5,000 500 1,000 3,000 500

平成２５年度 5,000 0 2,000 2,500 500

合    計 10,000 500 3,000 5,500 1,000

 

２．設備備品費の内訳                                  (単位：千円) 

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
 

平成 

２４年度 

 

 

△△△△・□□－△△型 

 

 

1 

 

 

500 500

計 
 

1 
 

500

 

平成 

２５年度 

 

 

 

 

 

 

計 
   

合 計 
 

1 
 

500

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

 

３．外注費の内訳(設備備品の賃借により生じる借料及び損料のみを記入すること)       （単位：千円） 

年 度 品名・仕様 数 量 単 価 金 額 
 

平成 

２４年度 

 

○○○○・○○○○の借料  

△△△△・△△△△の借料 

 

1 

1 

 

200 

300 
200

300

計 
 

2 
 

500

 

平成 

２５年度 

 

△△△△・△△△△の借料  

□□□□・□□□□の借料 

 

1 

1 

 

150 

650 
150

650

計 
 

2 
 

800

合 計  ４  1,300

（注）研究機関で、通常、備えておくべき機器(汎用物品：ＰＣや基本的な研究機器)は原則として認められない。 

 

 

※設備備品費は原則として 

初年度に計上してください。 
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様式５ 主任研究者調書  

   （Ａ４用紙で作成し、主任研究者について記載してください。）  

 

 

 

 

研究者名 

 

 ふり がな 

  氏  名 

 

   主任研究者  

 

  生年月日 

  年 齢 

 

     年  月  日 

（   歳）

研究者番号(8桁)  ○○○○○○○○ 最終卒業(終

了)学校・卒業

(終了)年次 

 

所属機関名・部

局・職名 
 

  研究業績（論文リスト  

 

 

・発表した論文を過去５年間について記載ください。  

・本研究課題に直接関連した論文については、それぞれの論文の前に◎を記載ください。  

・発表論文は直近年度から順に記入してください。  

・発表論文リストについては、研究者毎に別紙を添付していただいても結構です。その際は主要なものを選定

してください。  

 

記入例  

◎Shokuhin,Y., Yamada, H., Risk Assessment on BSE. Risk Assessment 30, 240-249 (2004) 

食品安太郎, 田中三郎, 魚類に含まれるメチル水銀に関するリスク評価.リスク評価研究 20, 7-13 (2001) 

※ 研究課題に関連がある論文等に◎を付してください。 
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様式６ 分担研究者調書（兼分担研究者食品健康影響評価技術研究参加承諾書）  

   （Ａ４用紙で作成し、参画するすべての分担研究者ごとに記載してください。） 
 

 

 

 

研究者名 

 

 ふり がな 

  氏  名 

 

  

 自筆で記載してください   印 

 

  生年月日 

  年 齢 

 

     年  月  日 

（   歳）

 

 研究者番号(8桁) 
 

  ○○○○○○○○ 
 

最終卒業(終

了)学校・卒業

(終了)年次 

 

所属機関名・部

局・職名 
 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究に分担研究者として参加することを承

諾します。  

 

  研究業績(論文リスト） 
 

・発表した論文を過去５年間について記載ください。  

・本研究課題に直接関連した論文については、それぞれの論文の前に◎を記載ください。  

・発表論文は直近年度から順に記入してください。  

・発表論文リストについては、研究者毎に別紙を添付していただいても結構です。その際は主要なものを選 

定してください。  

 

記入例  

◎Bunseki, I., Yamada, H., Risk Assessment on BSE. Risk Assessment 30, 240-249 (2004) 

分析一郎, 田中三郎, 魚類に含まれるメチル水銀に関するリスク評価.リスク評価研究 20, 7-13 (2001)  

※ 研究課題に関連がある論文等に◎を付してください。 



 

48

様式７ 主任研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合（Ａ４用紙で作成してください。） 
 

 １． 主任研究者名：食品安太郎 

 
研究期間 

 
省庁等の名称 

 
研究費の名称 

 
研究課題名 

 
研究の分
担区分等

 
研究費の額 
（千円） 

 
採択（受入）
・申請中 

 
研究専従率

（％） 
 
 
平成 
２４～２５ 
 
 
 
○○～○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 
○○～○○ 
 
平成 
○○～○○ 

 
 
 
食品安全委員会 
 
 
 
厚生労働省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○省 
 
 
○○○○○省 

 
 
 
食品健康影響評価技術
研究 
 
 
○○○○○○○研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○○○研究 
 
 
○○○○○○○研究 

 
 
 
○○○○○○○を用いた○○○○○○○○
のリスク評価の開発 
 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 

 
 
 

 主任 
 
 
 
 分担 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 分担 
 
 

主任 

 

  24,000千円
 
 
 

○○○千円
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○○○千円
 
 

○○○千円

 
 
 

 申請中 
 
 
 

実施中 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
実施中 

 
 

実施中 

 
 
 

１５ 
 
 
 

１０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０ 
 
 

３０ 
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様式８ 分担研究者の本申請研究課題及び他の研究課題の受入・申請等の状況・労力の割合（Ａ４用紙で分担研究者ごとに作成して
ください。） 

 

 ２．分担研究者名：分析一郎 

 
研究期間 

 
省庁等の名称 

 
研究費の名称 

 
研究課題名 

 
研究の分
担区分等

 
研究費の額 
（千円） 

 
採択（受入）
・申請中 

 
研究専従率

（％） 
 
 
平成 
２４～２５ 
 
 
 
○○～○○ 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成 
○○～○○ 
 
平成 
○○～○○ 

 
 
 
食品安全委員会 
 
 
 
厚生労働省 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○省 
 
 
○○○○○省 

 
 
 
食品健康影響評価技術
研究 
 
 
○○○○○○○研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○○○研究 
 
 
○○○○○○○研究 

 
 
 
○○○○○○○を用いた○○○○○○○○
のリスク評価の開発 
 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 
 
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○研究 
 
 
 
 
 

 
 
 

 分担 
 
 
 
  主任 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  分担 
 
 

分担 

 

24,000千円
 
 
 

○○○千円
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○○○千円
 
 

○○○千円

 
 
 

 申請中 
 
 
 

実施中 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
実施中 

 
 

実施中 

 
 
 

１５ 
 
 
 

１０ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２０ 
 
 

３０ 
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様式９ 研究関係者等の概要一覧（Ａ４用紙で作成し、参画するすべての研究者   

について記載してください。）  

１．主任研究者  

主任研究者名 食品 安太郎 

 

所属機関名及び

代表名等 

所属機関名：○○○○○大学  

代 表 者 名     ：学長○○○○  

所 在 地     ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町１１９番  

電 話 番 号     ：０３－３○○－１○１△ 

 

主任研究者連絡

先 

連 絡 先    ：○○○○○大学○○○○○学部○○○○○○○研究室  

所 在 地    ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町２００番  

電話番号：０３－３○○○－１○１△     FAX番号：０３－３○○○－１□○△  

E-mailアドレス： abc＠＊＊＊.ac.jp 

 

経理事務担当者

名及び連絡先等 

担当者名： 山田 花子  

所属部署：  ○○○○○大学○○○○部会計課  

勤 務 先    ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町１１９番  

電話番号：０３－３○○○－１○１△    FAX番号：０３－３○○○－１□○△  

E-mailアドレス： bcd＠＊＊＊.ac.jp 

 

 

業 務 概 要      

 

 

・業務内容、研究内容を簡略に記載してください。 

 

２．分担研究者  

分担研究者名 分析 一郎 

 

所属機関名及び

代表名等 

所属機関名：（財）○○○○研究所  

代 表 者 名     ：会長○○○○  

所 在 地     ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町３００番  

電 話 番 号     ：０３－３○○○－１○１△ 

分担研究者連絡

先等 
連 絡 先    ：（財）○○○○研究所○○○○○研究センター○○○○○○研究室  

所 在 地    ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町３０１番  

電話番号：０３－３○○○－１○１△     FAX番号：０３－３○○○－１□○△  

E-mailアドレス：abc＠＊＊＊.ac.jp 

経理事務担当者

名及び連絡先等 
担当者名：  会計 太郎  

所属部署：  （財）○○○○研究所会計課  

勤 務 先    ：〒△△△－0001  東京都○○区○○町３００番  

電話番号：０３－３○○○－１○１△    FAX番号：０３－３○○○－１□○△  

E-mailアドレス：abc＠＊＊＊.ac.jp 

 

 

業 務 概 要      

 

 

・業務内容、研究内容を簡略に記載してください。 
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主任研究者証明書（記入例）  

※国以外の研究機関に所属する研究者が提出対象者となります。  

 

 

 

 

主任研究者証明書  

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

    食品 安太郎  殿 

 

 

 

 

                                  所属機関名           

                          所属機関の長の職名           

                                  氏   名             印 

 

 

 

 

 

 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究「○○○○○に関する研究」において、上

記 食品安太郎 が主任研究者として研究の総括を行うことを証明します。 
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事務委任承諾書（記入例）  

※国の研究機関に所属する研究者が提出対象者となります。  

 

 

 

 

事務委任承諾書  

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

     食品安太郎   殿 

 

 

 

 

                                  所属機関名           

                          所属機関の長の職名           

                                  氏   名             印 

 

 

 

 

 

 

 平成２４年度食品健康影響評価技術研究の委託契約に係る研究委託費の管理及び

経理を行うことを承諾します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 1

競争的資金の適正な執行に関する指針 

 

       

平 成 １ ７ 年 ９ 月 ９ 日 

（平成 18 年 11 月 14 日改正） 

（平成 19 年 12 月 14 日改正） 

（平成 21 年 3月 27 日改正） 

競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ 

 

 

１．趣旨 

第３期科学技術基本計画（平成１８年３月閣議決定）において、政

府研究開発投資の投資効果を最大限発揮させることが必要とされ、研

究開発の効果的・効率的推進のため、研究費配分において、不合理な

重複・過度の集中の排除の徹底、不正受給・不正使用への厳格な対処

といった無駄の徹底排除が求められている。また、実験データの捏造

等の研究者の倫理問題についても、科学技術の社会的信頼を獲得する

ために、国等は、ルールを作成し、科学技術を担う者がこうしたルー

ルに則って活動していくよう促していくこととしている。 

これに関連して、総合科学技術会議では、公的研究費の不正使用等

は、国民の信頼を裏切るものとして、平成１８年８月に「公的研究費

の不正使用等の防止に関する取組について（共通的な指針）」を決定し、

各府省・関係機関に対して、機関経理の徹底及び研究機関の体制の整

備など、この共通的な指針に則った取組を推進するよう求めている。 

また、研究上の不正に関しても、総合科学技術会議では、科学技術

の発展に重大な悪影響を及ぼすものとして、平成１８年２月に「研究

上の不正に関する適切な対応について」を決定し、国による研究費の

提供を行う府省及び機関は、不正が明らかになった場合の研究費の取

扱について、あらかじめ明確にすることとしている。 

本指針は、これらの課題に対応するため、まず、競争的資金につい

て、不合理な重複・過度の集中の排除、不正受給・不正使用及び研究

論文等における研究上の不正行為に関するルールを申し合わせるもの

である。各府省は、この指針に基づき、所管する各制度の趣旨に則り、

適切に対処するものとする。 

 

２．不合理な重複・過度の集中の排除  

（１）不合理な重複・過度の集中の考え方 

①  この指針において「不合理な重複」とは、同一の研究者による同
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長方形
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一の研究課題（競争的資金が配分される研究の名称及びその内容を

いう。以下同じ。）に対して、複数の競争的資金が不必要に重ねて

配分される状態であって、次のいずれかに該当する場合をいう。 

     ○実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ。）の研

究課題について、複数の競争的資金に対して同時に応募があり、

重複して採択された場合 

     ○既に採択され、配分済の競争的資金と実質的に同一の研究課題

について、重ねて応募があった場合 

     ○複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合 

     ○その他これらに準ずる場合 

 

②  この指針において「過度の集中」とは、同一の研究者又は研究

グループ（以下「研究者等」という。）に当該年度に配分される

研究費全体が、効果的、効率的に使用できる限度を超え、その研

究期間内で使い切れないほどの状態であって、次のいずれかに該

当する場合をいう。 

     ○研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分

されている場合 

     ○当該研究課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間に

対する当該研究の実施に必要とする時間の配分割合（％））に

比べ、過大な研究費が配分されている場合 

     ○不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合 

     ○その他これらに準ずる場合 

 

（２）「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の方法 

関係府省は、競争的資金の不合理な重複及び過度の集中を排除す

るため、以下の措置を講じるものとする。なお、独立行政法人等が

有する競争的資金については、同様の措置を講ずるよう主務省から

当該法人に対して要請するものとする。 

  ① 府省共通研究開発管理システム（以下「共通システム」という。）

を活用し、不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要

な範囲内で、応募内容の一部に関する情報を競争的資金担当課（独

立行政法人等である配分機関を含む。以下同じ。）間で共有する

こと及び不合理な重複及び過度の集中があった場合には採択しな

いことがある旨、公募要領上明記する。 

②  応募時に、他府省を含む他の競争的資金等の応募・受入状況（制

度名、研究課題、実施期間、予算額、エフォート等）の共通事項を

応募書類に記載させる。なお、応募書類に事実と異なる記載をした

54

CO866397
長方形



 

 

 3

場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることが

ある旨、公募要領上明記する。 

 

③  共通システムを活用し、課題採択前に、必要な範囲で、採択予

定課題に関する情報（制度名、研究者名、所属機関、研究課題、研

究概要、予算額等）を競争的資金担当課間で共有化し、不合理な重

複又は過度の集中の有無を確認する。なお、情報の共有化に当たっ

ては、情報を有する者を限定する等、情報共有の範囲を最小限とす

る。 

 

④  応募書類及び他府省からの情報等により「不合理な重複」又は

「過度の集中」と認められる場合は、その程度に応じ、研究課題の

不採択、採択取消し又は減額配分を行う。 

 

  なお、本指針の運用に当たっては、競争的な研究環境を醸成す

れば、優秀な研究者がより多くの研究費や研究課題を獲得するこ

とも考えられ、競争的資金の重複や集中の全てが不適切というわ

けではないことに十分留意する必要がある。 

 

３.不正使用及び不正受給への対応 

 関係府省は、競争的資金の不正使用又は不正受給を行った研究者及

びそれに共謀した研究者に対し、以下の措置を講ずるものとする。な

お、独立行政法人等が有する競争的資金については、同様の措置を講

ずるよう主務省から当該法人に対して要請するものとする。 

（１）不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対し、当該

競争的資金への応募資格を制限することのほか、他府省を含む他の

競争的資金担当課に当該不正使用の概要（不正使用をした研究者名、

制度名、所属機関、研究課題、予算額、研究年度、不正の内容、講

じられた措置の内容等）を提供することにより、他府省を含む他の

競争的資金担当課は、所管する競争的資金への応募を制限する場合

があるとし、その旨を公募要領上明記する。 

   この不正使用を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する

応募の制限の期間は、不正の程度により、原則、補助金等を返還し

た年度の翌年度以降２から５年間とする。 

 

（２）偽りその他不正な手段により競争的資金を受給した研究者及

びそれに共謀した研究者に対し、当該競争的資金への応募資格を

制限することのほか、他府省を含む他の競争的資金担当課に当該不
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正受給の概要（不正受給をした研究者名、制度名、所属機関、研究

課題、予算額、研究年度、不正の内容、講じられた措置の内容等）

を提供することにより、他府省を含む他の競争的資金担当課は、所

管する競争的資金への応募を制限する場合があるとし、その旨を公

募要領上明記する。 

   この不正受給を行った研究者及びそれに共謀した研究者に対する

応募の制限の期間は、原則、補助金等を返還した年度の翌年度以降

５年間とする。 

 

４. 研究上の不正行為への対応 

 関係府省は、競争的資金による研究論文・報告書等において、

研究上の不正行為（捏造、改ざん、盗用）があったと認定された

場合、以下の措置を講ずるものとする。なお、独立行政法人等が

有する競争的資金については、同様の措置を講ずるよう主務省か

ら当該法人に対して要請するものとする。 

（１）当該競争的資金について、不正行為の悪質性等を考慮しつつ、

全部又は一部の返還を求めることができることとし、その旨を

競争的資金の公募要領上明記する。 

 

（２）不正行為に関与した者については、当該競争的資金への応募

資格を制限することのほか、他府省を含む他の競争的資金担当

課に当該研究不正の概要（研究機関等における調査結果の概要、

不正行為に関与した者の氏名、所属機関、研究課題、予算額、

研究年度、講じられた措置の内容等）を提供することにより、他

の競争的資金への応募についても制限する場合があるとし、そ

の旨を競争的資金の公募要領上明記する。 

 これらの応募の制限の期間は、不正行為の程度等により、原

則、不正があったと認定された年度の翌年度以降２から 10 年間

とする。 

 

（３）不正行為に関与したとまでは認定されなかったものの、当該

論文・報告書等の責任者としての注意義務を怠ったこと等によ

り、一定の責任があるとされた者については、上記(2)と同様と

し、その旨を公募要領上明記する。 

   この応募の制限の期間は、責任の程度等により、原則、不正

行為があったと認定された年度の翌年度以降１から３年間とす

る。 
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５．その他 

（１）上記の「不合理な重複」及び「過度の集中」の排除の取組みは、

公募要領の改正等の所要の手続きを経た上で、平成 20 年 1月以降公

募を行うものから、順次実施することとする。 

なお、平成 19 年中に公募を行ったものについても、本指針の趣旨

に従い、可能な範囲で対応する。 

 

（２）上記の「不正使用及び不正受給への対応」の取組みは、公募要領

の改正等の所要の手続きを経た上で、平成 17 年 9月以降公募を行う

ものから、順次実施することとする。 

なお、平成 17 年度の公募分については、本指針の趣旨に従い、可

能な範囲で対応する。 

 

（３）上記の「研究上の不正行為への対応」の取組みは、公募要領の改

正等の所要の手続きを経た上で、平成 18 年 11 月以降公募を行うも

のから、順次実施することとする。 

   なお、平成 18 年度公募分については、本指針の趣旨に従い、可能

な範囲で対応する。 

 

（４）不正使用・不正受給、研究上の不正行為に関連して応募資格を制

限された研究者の番号及び応募制限期間については、関係府省の配

分機関管理者が共通システムに登録することにより、関係府省間で

当該情報を共有化する。 

 

（５）関係府省は、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に

基づき研究者等の個人情報の適正な取扱い及び管理を行うものとす

る。なお、競争的資金を所管する独立行政法人等に対し、主務省か

ら独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律等に基づ

き同様の措置を行う旨、要請するものとする。 

 

（６）本指針は、その運用状況等を踏まえて必要に応じ見直すとともに、

本連絡会としては、総合科学技術会議における議論等を踏まえ、今

後とも必要な対応を行っていく。 
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（別紙） 

 

 

 

 

競争的資金に関する関係府省連絡会 名簿 

 

 

 

内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官 

 

総務省情報通信国際戦略局技術政策課長 

 

文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課競争的資金調整室長 

 

厚生労働省大臣官房厚生科学課長 

 

農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課長 

 

経済産業省産業技術環境局産業技術政策課長 

 

国土交通省大臣官房技術調査課長 

 

環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室長 
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競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針 

                                       

                        平成１３年４月２０日 

競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ 

平成１７年３月２３日改正 

平成２１年３月２７日改正 

１．本指針の目的 

 間接経費の目的、額、使途、執行方法等に関し、各府省に共通の事項を定めることにより、当

該経費の効果的かつ効率的な活用及び円滑な運用に資すること。 

 

２．定義 

「配分機関」･･･競争的資金の制度を運営し、競争的資金を研究機関又は研究者に配分する機

関。 

「被配分機関」･･･競争的資金を獲得した研究機関又は研究者の所属する研究機関。 

「直接経費」･･･競争的資金により行われる研究を実施するために、研究に直接的に必要なもの

に対し、競争的資金を獲得した研究機関又は研究者が使用する経費。 

「間接経費」･･･直接経費に対して一定比率で手当され、競争的資金による研究の実施に伴う研

究機関の管理等に必要な経費として、被配分機関が使用する経費。 

    

３．間接経費導入の趣旨 

 競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費を、直接経費に対する

一定比率で手当することにより、競争的資金をより効果的・効率的に活用する。また、間接経費

を競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能の向上に活用

することにより、研究機関間の競争を促し、研究の質を高める。 

 

４．間接経費運用の基本方針 

（１）配分機関にあっては、被配分機関において間接経費の執行が円滑に行われるよう努力する 

こと。また、間接経費の運用状況について、一定期間毎に評価を行うこと。 

（２）被配分機関にあっては、間接経費の使用に当たり、被配分機関の長の責任の下で、使用に 

関する方針等を作成し、それに則り計画的かつ適正に執行するとともに、使途の透明性を確 

保すること。なお、複数の競争的資金を獲得した被配分機関においては、それらの競争的資 

金に伴う間接経費をまとめて効率的かつ柔軟に使用すること。 

 

５．間接経費の額 

 間接経費の額は、直接経費の３０％に当たる額とすること。この比率については、実施状況を

見ながら必要に応じ見直すこととする。 
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６．間接経費の使途 

 間接経費は、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全体の機能

の向上に活用するために必要となる経費に充当する。具体的な項目は別表１に規定する。 

 なお、間接経費の執行は、本指針で定める間接経費の主な使途を参考として、被配分機関の

長の責任の下で適正に行うものとする。 

 

７．間接経費の取り扱い 

 間接経費の取り扱いは、被配分機関及び資金提供の類型に応じ、別表２の分類に従うこと。 

 

８．報告 

 被配分機関の長は、証拠書類を適切に保管した上で、毎年度の間接経費使用実績を翌年度

の６月３０日までに、別紙様式により配分機関に報告すること。 

 

９．その他 

 本指針に定めるものの他、間接経費の執行・評価に当たり必要となる事項については、別途

定めることとする。また、本指針は、今後の執行状況を踏まえ、随時見直すこととする。
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（別表１） 

 

間接経費の主な使途の例示 

 

 被配分機関において、競争的資金による研究の実施に伴う研究機関の管理等に必要な経費

（「３．間接経費導入の趣旨」参照）のうち、以下のものを対象とする。 

 

○管理部門に係る経費 

－管理施設・設備の整備、維持及び運営経費 

－管理事務の必要経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、人件費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、  

会議費、印刷費 

など 

 

○研究部門に係る経費 

－共通的に使用される物品等に係る経費 

備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、  

印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

－当該研究の応用等による研究活動の推進に係る必要経費 

研究者・研究支援者等の人件費、備品購入費、消耗品費、機器借料、雑役務費、 

通信運搬費、謝金、国内外旅費、会議費、印刷費、新聞・雑誌代、光熱水費 

－特許関連経費  

－研究棟の整備、維持及び運営経費 

－実験動物管理施設の整備、維持及び運営経費 

－研究者交流施設の整備、維持及び運営経費 

－設備の整備、維持及び運営経費 

－ネットワークの整備、維持及び運営経費 

－大型計算機（スパコンを含む）の整備、維持及び運営経費 

－大型計算機棟の整備、維持及び運営経費 

－図書館の整備、維持及び運営経費 

－ほ場の整備、維持及び運営経費 

など 

 

○その他の関連する事業部門に係る経費 

 －研究成果展開事業に係る経費 

 －広報事業に係る経費 

 など  

 

※上記以外であっても、競争的資金を獲得した研究者の研究開発環境の改善や研究機関全

体の機能の向上に活用するために必要となる経費などで、研究機関の長が必要な経費と判

断した場合、執行することは可能である。なお、直接経費として充当すべきものは対象外とす

る。
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（別表２） 

被配分機関の種類等による間接経費の取り扱い整理表 

 

資金提供の形態 

被配分機関の種類 委託費 

（政府出資金等） 

個人補助金 

（国庫補助金） 

機関補助金 

（国庫補助金） 

予算の移替え 

（国研所管省庁一般会計） 

国立大学、大学共

同利用機関等 

国から被配分機関に配分 

 

 

※出資金事業等、地球環境研究総合推進費、振興調整費

研究者から所属機関に納付 

 

 

※科研費等 

国から被配分機関に配分 

 

 

※振興調整費 

 

 

 

 

国立試験研究機関

等国の機関 

年度途中における予定外の受

託が出来ないため、その際は

配分不可能 

 

研究者から所属機関に納付し

ても、それに連動する歳出科目

が無いため配分不可能 

 

 競争的資金の所管府省から

被配分機関に一般会計の(項)

科学技術振興調整費等として

配分 

 

※振興調整費、地球環境研究総合推進費 

独立行政法人 委託者から受託者に配分 

 

 

※出資金事業、振興調整費等 

研究者から所属機関に納付 

 

 

※科研費等 

国から被配分機関に配分 

 

 

※振興調整費 

 

公立大学、公設試

験研究機関 

委託者から都道府県等に配分

（都道府県議会等における予

算の審議を経て執行） 

 

 

※出資金事業、振興調整費等 

研究者から所属機関への納付

を経て都道府県等に配分（都道

府県議会等における予算の審

議を経て執行） 

 

※科研費等 

国から都道府県等に配分（都

道府県議会等における予算

の審議を経て執行） 

国から被配分機関に配分 

 

※振興調整費 

 

特殊法人、公益法

人 

民間企業、私立大

学 

 

委託者から受託者に配分 

 

 

 

※出資金事業、振興調整費等 

研究者から所属機関に納付 

 

 

 

※科研費等 

国から被配分機関に配分 

 

 

 

※振興調整費等 

 

* 留意点： 配分機関により、運用は異なることがある（民間企業の取り扱い等）。 
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（別紙様式） 

 

競争的資金に係る間接経費執行実績報告書（平成○○年度） 

 

１．間接経費の経理に関する報告 

（単位：千円） 

（収入） 

競争的資金の種類 間接経費の納入額 備考 

○○研究費補助金 
○○制度 

○○,○○○
○,○○○

 

合計 ○○,○○○  

（支出） 

経費の項目 執行額 備考（具体的な使用内容） 

１．管理部門に係る経費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
２．研究部門に係る経費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
３．その他の関連する事業部門に係る経
費 
①人件費 
②物件費 
③施設整備関連経費 
④その他 

 
○○,○○○

○,○○○
○,○○○

○,○○○
○○,○○○
○○,○○○

○,○○○
○○,○○○
○○,○○○

 

合計 ○○,○○○  

 

２．間接経費の使用結果に関する報告 

 

（被配分機関において、間接経費をどのように使用し、その結果如何に役立ったのか報告。（間接経費の

充当の考え方、使途、効果等）。必要に応じ参考資料を添付） 
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（別紙） 

 

 

 

競争的資金に関する関係府省連絡会  名簿 

 

 

 

内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官 

 

総務省情報通信国際戦略局技術政策課長 

 

文部科学省科学技術・学術政策局調査調整課競争的資金調整室長 

 

厚生労働省大臣官房厚生科学課長 

 

農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課長 

 

経済産業省産業技術環境局産業技術政策課長 

 

国土交通省大臣官房技術調査課長 

 

環境省総合環境政策局総務課環境研究技術室長 
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 府省共通経費取扱区分表の取扱について 
 

平成 22 年 12 月 16 日 

 

１．総論 
(1) 府省共通経費取扱区分表（以下、「区分表」という。）は、各競争的資金制度

において共通して使用するものであり、以下にその解釈及び運用について確

認する。 
(2) 各制度は、区分表及び本取扱に基づきあらかじめ費目構成を設定し、経費の

取扱を明確に示す。 
(3) 区分表は、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」（競争的資金に関

する関係府省連絡会申し合わせ、平成２１年３月２７日改定）で定められて

いる「直接経費」の定義（※）を変更するものではない。 
 
※「直接経費」…競争的資金により行われる研究を実施するために、研究に直接的に必要

なものに対し、競争的資金を獲得した研究機関又は研究者が使用する経費。 
 
 
２．費目の設定について 
(1) 各制度は、区分表に記載された費目の名称を用いるものとする。 
(2) 経費の種類は、「直接経費」「間接経費」「再委託費・共同実施費」の３種類

とする。 
(3) 「直接経費」には、「大項目」を設け、大項目にはさらに「中項目」を設け

る。 
(4) 「直接経費」の大項目は、「物品費」「人件費・謝金」「旅費」「その他」の４

項目に統一する。 
(5) 中項目は、以下に統一する。 

・大項目「物品費」の中項目に「設備備品費」「消耗品費」を設定する。 
・大項目「人件費・謝金」の中項目に「人件費」「謝金」を設定する。 
・大項目「旅費」には中項目に「旅費」を設定する。 
・大項目「その他」の中項目に「外注費」「印刷製本費」「会議費」「通信運

搬費」「光熱水料」「その他（諸経費）」「消費税相当額」を設定する。 
(6) 実績報告等は大項目単位によることを原則とし、必要に応じて中項目のうち

額の報告を求めるものについては、配分機関は当該区分表の「中項目の設

定・取扱等」欄に明記する。また、中項目自体を設定しない場合は、同様に

「中項目の設定・取扱等」欄に明記することとする。 
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３．費目の解釈について 
(1) 直接経費の各費目、間接経費及び再委託費・共同実施費の解釈を統一するた

めに、区分表に解説（太字下線部分）を記載した。 
(2) 直接経費の各費目については、研究者等が混乱なく研究費を使用できるよう

に、各制度において共通的なものとして、具体的な支出の例示を区分表に記

載した。 
 
４．各制度における区分表の運用について 
(1) 各制度における事業の性質等により、「中項目の具体的な支出の例示」欄で

示した経費のうち、当該中項目の経費とすることが適当でない場合、また、

支出にあたり一定の条件を付す場合などには、区分表の「特記事項」欄で明

示することとする。 
(2) 中項目の「設備備品費」「消耗品費」「消費税相当額」は、制度の種類により

適用を異にするものであるので、各制度においては、これらの取扱について、

区分表の「特記事項」欄で記述することとする。なお委託費における「設備

備品費」「消耗品費」の定義は、「中項目の具体的な支出の例示」欄に明瞭に

記載することとする。 
(3) 上記(1)及び(2)により制度としての調整を施された区分表は、例えば各制度

のホームページに掲載することなどにより、公開を進めることとする。 
(4) 区分表は各制度共通に使用するものではあるが、主に企業への資金配分を行

っている制度であって、運用上現行の取扱を行った方が配分機関・企業側双

方にとって効率的と判断される場合には、当面現行の運用も可能とする。 
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制度・事業名：食品健康影響評価技術研究

大項目 中項目 中項目の具体的な支出の例示
中項目の設定・

取扱等
特記事項

設備備品費

 ＜補助金＞
 業務・事業の実施に必要な機械装置、工具器具備品等の購入、製造又はその据付等に要する経費。装置
 等の改造（主として機能を高め、又は耐久性を増すための資本的支出）及びソフトウエア（機器・設備類に組
 み込まれ、又は付属し、一体として機能するもの）を含む。なお、設備備品の定義・購入手続きは研究機関の
 規程等によるものとする。
＜委託費＞
配分機関側で、取得価格及び耐用年数で規定（制度ごとに具体的に明記）

①研究機関で通常備えておくべき汎用的な機器（PCやプリンター並
びに基本的な研究機器）の購入は原則として認められない。
②備品費として計上する物品の最低金額は、受託機関の会計規則等
において備品として扱う金額以上のものとする。
③受託機関の会計規則等で、消耗品とされている機器は消耗品とし
て計上する。
④施設の建設等に要する費用は対象外。
⑤所得した備品は、委託研究事業期間は受託者の所有となり、受託
機関の備品規定等により台帳管理する等、善良な管理者の注意を
もって管理すること。委託契約期間終了後は所有権を国に移転する
こととなり、必要に応じて貸付を行う。

消耗品費

 ＜補助金＞
 業務・事業の実施に直接要した以下に例示する資材、部品、消耗品等の購入経費。なお、消耗品の定義・
 購入手続きは研究機関の規程等によるものとする。
 　・ソフトウェア　※バージョンアップを含む
 　・図書、書籍　※年間購読料を含む
 　・パソコン周辺機器、CD-ROM、DVD-ROM等
 　・実験動物、試薬、試薬キット、実験器具類
 　・試作品
 　等
＜委託費＞
配分機関側で、取得価格及び耐用年数で規定（制度ごとに具体的に明記）

①支給対象は、事務用品、燃料、薬品、図書、コンピューターソフ
トウェア、資料等で、比較的長期の反復使用に適しないもの。ただ
し、受託機関の会計規則等において消耗品で扱うことになっている
場合でも、汎用的な機器の購入は認められない。
②研究期間の終了間近（例：第４四半期）に消耗品を集中購入した
場合、研究の実施状況（時期及び実施内容）との関連を確認する。
③コンピューターソフトウェアは研究を遂行するために必要なもの
に限る。ワープロ機能ソフト、表計算ソフト、ウィルス駆除ソフト
等、研究機関で通常使用するものは認められない。
④図書経費等について、通常研究室等に常備すべき基本的な辞書、
教科書及び雑誌の定期的な購入は認められない。

人件費

業務・事業に直接従事した者の人件費で主体的に研究を担当する研究者の経費
　 ・研究採択者本人の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、住宅手当、扶養手当、勤務
 地手当、委託試験に係る退職手当等
　・ポスドク等、機関で直接雇用する非常勤研究員の人件費（有給休暇等を含む）及び法定福利費、通勤費、
住宅手当、扶養手当、勤務地手当、委託試験に係る退職手当等
　・特殊機器操作、派遣業者からの派遣研究員の費用
　 ・他機関からの出向研究員の経費
　等
業務・事業に直接従事した者の人件費で補助作業的に研究等を担当する者の経費
　・リサーチアドミニストレーター、リサーチアシスタント
　・研究補助作業を行うアルバイト、パート、派遣社員
　・技術補佐員、 教務補佐員、事務補佐員 、秘書
　等
＊人件費の算定にあたっては、研究機関の給与規程等によるものとする。

①本事業における研究課題の推進を加速するために、新たに追加す
る非常勤研究職員（ポスドク等）の人件費が対象。
②民間企業において、研究員のエフォートに基づき、本事業におけ
る研究分担と本事業以外の研究部分を経理上、明確な仕分けが可能
な場合には、正規職員である研究員の人件費も対象とできる。

謝金

業務・事業の実施に必要な知識、情報、技術の提供に対する経費
　・研究運営委員会等の外部委員に対する委員会出席謝金
　・講演会等の謝金
 　・個人の専門的技術による役務の提供への謝金（講義・技術指導・原稿の執筆・査読・校正（外国語等）等）
　・データ・資料整理等の役務の提供への謝金
　・通訳、翻訳の謝金（個人に対する委嘱）
　・学生等への労務による作業代
　・被験者の謝金
　等
＊謝金の算定にあたっては、研究機関の謝金支給規程等によるものとする。

①本事業における研究課題の推進を加速するために、推進会議や現
地検討会に外部専門家を招へいする場合に支出する謝金及びアン
ケート協力者や研究協力者に支払う謝金。
②アンケート協力者に対する謝金を商品券等の金券で充てる場合
は、必要な枚数（配布対象者及び配布枚数）が明確となる証拠書類
を添付する。なお、購入後にやむを得ず不要となった金券について
は実績として計上しないこと。また、金券の枚数については支出台
帳等で厳格に管理すること。

旅費 旅費

旅費に関わる以下の経費
①業務・事業を実施するにあたり研究者及び補助員（学部学生・大学院生を含む）の外国・国内への出張又は
移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑費）。学会へ参加するための交通費、宿泊費、日当、旅行
雑費を含む。
②上記①以外の業務・事業への協力者に支払う、業務・事業の実施に必要な知識、情報、意見等の収集のた
めの外国・国内への出張又は移動にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、旅行雑費）
③外国からの研究者等 （大学院生を含む）の招へい経費（交通費、宿泊費、日当、滞在費、旅行雑費）
 ④研究者等が赴帰任する際にかかる経費（交通費、宿泊費、日当、移転費、扶養親族移転費、旅行雑費）
　等
＊旅費の算定にあたっては、研究機関の旅費規程等によるものとする。
＊旅費のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料が認められる場合のみ）を含む。
＊「旅行雑費」とは、「空港使用料」「旅券の交付手数料」「査証手数料」「予防注射料」「出入国税の実費
額」「燃油サーチャージ」「航空保険料」「航空券取扱手数料」等をいう。

①本事業における研究の推進のための専用の支出であることが明ら
かである旅費を対象とする。（例：研究実施のための現地調査に要
する旅費、推進会議の開催に係る旅費、成果の発表等に係る学会出
席旅費（当該研究に関係ある学会に限る）等）
②最も経済的な経路及び方法により旅行した場合の旅程により計算
する。
③学会に参加するための外国旅費については、委託研究の成果を発
表する場合を除き、研究課題についての情報収集を目的とする場合
に限り支給対象とするが、出席者の研究遂行上の役割と学会参加が
研究成果報告書のどの部分に貢献したか、具体的な関係について説
明を求めることがある。また、事務補助員の出張は、国内・国外を
問わず対象外とする。
④旅費の算定にあたっては、研究機関の旅費規程等によるものとす
るが、航空費はエコノミークラスのみ対象とする。又、列車のグ
リーン車は認めない。

外注費

外注に関わる以下の経費
業務・事業に直接必要な装置のメンテナンス、データの分析等の外注にかかる経費
　・機械装置、備品の操作・保守・修理（原則として当事業で購入した備品の法定点検、定期点検及び日常の
メンテナンスによる機能の維持管理、原状の回復等を行うことを含む）等の業務請負
　・実験動物等の飼育、設計（仕様を指示して設計されるもの）、試験、解析・検査、鑑定、部材の加工等の業
務請負
　・通訳、翻訳、校正（校閲）、アンケート、調査等の業務請負（業者請負）
　等
＊「再委託費・共同実施費」に該当するものを除く

支給対象は、研究を遂行するために必要な業務の外注費、例えば検
体の臨床検査費、機器等の保守料、機器等のレンタル料、翻訳料、
データベース入力料、フィルム現像料等。なお、機器等の保守料に
ついては、当該研究委託費で購入した備品を修繕した場合、及び研
究期間中、研究を遂行するための専用に使用する備品を修繕する場
合に対象とする。

印刷製本費
業務・事業にかかる資料等の印刷、製本に要した経費
　・チラシ、ポスター、写真、図面コピー等研究活動に必要な書類作成のための印刷代
等

支給対象は、文書、図面、研究報告書、その他の資料等の印刷費及
び製本代とするが、今後の研究実績に必要であると判断できる場合
（分担研究者、研究協力者へ配布する等）のみに認められる。な
お、中間評価及び事後評価の際に必要な実績報告書及び成果報告書
については、印刷物での提出を必要としないことから、当該印刷物
の印刷費の他、広く一般への普及を目的とする印刷経費（パンフ
レット等）は対象外とする。

会議費

業務・事業の実施に直接必要な会議・シンポジウム・セミナー等の開催に要した経費
　・研究運営委員会等の委員会開催費
　・会場借料
　・国際会議の通訳料
　・会議等に伴う飲食代 ・レセプション代（アルコール類は除く）
　等

通信運搬費

業務・事業の実施に直接必要な物品の運搬、データの送受信等の通信・電話料
　・電話料、ファクシミリ料
　・インターネット使用料
　・宅配便代
　・郵便料
　等

支給対象は、郵便料、切手、運送代（宅急便代等）、通信・電話料
（当該研究事業に使用した料金であることが証明できる場合に限
る。）なお、切手は金券と同様、必要な枚数のみ購入し、台帳管理
すること。

光熱水料 業務・事業の実施に使用する機械装置等の運転等に要した電気、ガス及び水道等の経費

支給対象は、当該研究の実施に直接使用する実験棟、プラント、設
備、装置等に要した光熱水料。（当該研究事業に使用した料金であ
ることが証明できる場合に限る。）光熱水料の額は、専用のメー
ターが装備されている場合は、その使用料によるが、装備されてい
ない場合は、占有面積、使用時間等を勘案して合理的に算出する。
この場合、算出根拠を明確にする。

その他（諸経費）

上記の各項目以外に、業務・事業の実施に直接必要な経費
　・物品等の借損（賃借、リース、レンタル）及び使用にかかる経費 、倉庫料、土地・建物借上料、圃場借料
　・研究機関内の施設・設備使用料
　・学会参加費（ 学会参加費と不可分なランチ代・バンケット代を含む。学会に参加するための旅費は『旅費』に
計上）
　・学会参加費等のキャンセル料（やむを得ない事情からキャンセル料が認められる場合のみ）
　・研究成果発表費（論文審査料・論文投稿料（論文掲載料）・論文別刷り代、 成果報告書作成・製本費、
 テキスト作成・出版費、ホームページ作成費等）
　 ・広報費（ホームページ・ニュースレター等）、広告宣伝費、求人費
　・保険料（業務・事業に必要なもの）
　・振込手数料
　・データ・権利等使用料（特許使用料、ライセンス料（ソフトウェアのライセンス使用料を含む）、データベース使用
料等）
　 ・特許関連経費
 　・薬事相談費
　・薬品・廃材等処理代
　・書籍等のマイクロフィルム化・データ化
　・レンタカー代 、タクシー代（旅費規程により『旅費』に計上するものを除く）
　等

①専門誌への投稿に要する費用等としては、本委託研究で実施した
旨の謝辞が記載されたもののみを対象とする。
②委託契約書に貼付する収入印紙代は、契約締結前の支出であるた
め、対象外とする。

消費税相当額
（委託費のみ）

「人件費のうち通勤手当を除いた額」、「外国旅費・外国人等招へい旅費のうち支度料や国内分の旅費を除
いた額」、「諸謝金」及び「保険料」の５％に相当する額等、消費税に関して非（不）課税取引となる経費

直接経費の３０％の額を上限とし、 に対して一定比率で手当され、競争的資金による研究の実施に伴う研究
機関の管理等に必要な経費として、被配分機関が使用する経費。

委託先が委託業務の一部をさらに第三者に委託又は第三者と共同で実施するための経費（間接経費相当
分を含む）

再委託費・共同実施費

＊本区分表については、「府省共通経費取扱区分表の取扱について」も併せて参照すること。

府省共通経費取扱区分表

直
接
経
費

物品費

人件費・謝金

その他

間接経費
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